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令和２年（ワ）第６２２５号、第３１９６２号、令和３年（ワ）第３００４２号 

令和４年（ワ）第３２４９３号 、令和７年（ワ）第２５０２４号六ヶ所再処理工場

運転差止請求事件 

原告 中嶌哲演 外２７１名 

被告 日本原燃株式会社 

 

準備書面３２ 

 

２０２６年５月２１日 

東京地方裁判所民事第３７部合議Ⅽ係 御中 

 

原告ら訴訟代理人弁護士  河  合   弘  之 

ほか 

 

原告らは、本書面において、２０２１年７月２９日付準備書面３（命をつなぐ権

利）に関して、その後の核燃料サイクル政策、使用済燃料の保管、高レベル放射性

廃棄物処分場問題等の状況について新たに主張するとともに、同書面に対する被告

の反論（２０２１年９月３０日付被告準備書面（６））を受け、原告の主張を明確化・

補充し、また権利侵害の実態として本問題をめぐる原告ら宗教者的な信条や苦しみ

等の心情について触れるものとする。 
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１ はじめに～本訴訟における「命をつなぐ権利」の意義 

 核燃料サイクルシステムと原子力発電施設における本質的論点は、潜在的に破局

的事態をもたらしうるその危険性の問題と、超長期に亘る生態系からの隔離を要す

る放射性廃棄物問題の２つである。 

ドイツが脱原発に踏み切った理由としては、原発の危険性もさることながら、放

射性廃棄物の処分の問題が大きな要素を占めたとされている。しかし、日本におけ
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る原発や核燃料サイクルをめぐる訴訟については、もっぱら原子力発電所や関連施

設による住民らに対する具体的危険性が争点になってきた。使用済燃料についても、

使用済燃料ピット（プール）の脆弱性等を問題にしてきており、将来の世代に対す

る放射性廃棄物の負担の問題として争点化できなかった。放射性廃棄物は、確実に

将来の世代の人格権侵害となりうるものの、発生・処分時において当該将来世代は

いまだ現存していないという法的ジレンマがあるからである。 

この点、本件訴訟は、日本各地の原発の運用が始まって以来、ひたすら蓄積され

てきた使用済燃料の行き場である再処理工場を対象とするという点で、放射性廃棄

物問題が抱える矛盾の集約点における紛争という意味を持つ。しかも、自らの命を

超えた世代間倫理を共有する宗教者による訴訟である。そこで、将来世代に対する

負担の押し付けを原告らの命をつなぐ権利に対する侵害の問題と位置付けることで、

放射性廃棄物問題についても訴訟の争点とする点に、本件訴訟の際立った特徴があ

る。 

 

２ 核燃料サイクルの破綻による原子力発電システムの持続可能性の問題 

（１）持続不能な核燃料サイクルを問う命をつなぐ権利 

 現在、日本政府は使用済核燃料を再利用する核燃料サイクル政策を継続している

ところ、本件再処理施設は、核燃料サイクルの中核的施設と位置付けることができ

る。しかし、そもそも核燃料サイクル政策は事実上破綻しており、本訴訟において

は、本件再処理施設を含めた原子力発電システムそのものが、環境的、社会的、経

済的に持続可能なものなのかが根本的に問われているのである。 

 すなわち、伝統的な人格権に基づく差止が本件再処理施設に関する重大な事故に

よる、原告らの生命・身体・健康への具体的危険を問題にしているのに対して、命

をつなぐ権利は、原告らの個別の命の存続期間はもちろんのこと、それを超えて次

の世代や将来の世代を含む人類社会や地球そのものの持続可能性を損なう核燃料サ

イクルのシステムそのものの著しい不合理さによる原告らの幸福追求権の侵害を問
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題にしているのである。 

「命をつなぐ」権利という呼称から、この権利は破局的事故による日本社会ひい

て人類の壊滅的事態を防止する権利と誤解されがちであるが、個々人の命という憲

法上の最大の保護を要する法的価値を原子力施設における破局的事故から守る権利

は、伝統的人格権の役割であり、命をつなぐ権利の守備範囲は異なる。命をつなぐ

権利は、仮に幸運にも破局的事故が自らの生存中に生じないとしても、自らの世代

は電力という目先の便益（しかも代替的手段でも得られるもの）を得つつ、放射性

廃棄物という巨大なリスクとコストを伴う負の遺産と、格差と紛争をもたらす持続

不能なシステムとを、後の世代に引き継いでそのつけ回しをしていくことによる、

原告らの幸福追求権の侵害を問題にしているのである。 

（２）核燃料サイクルに不可欠なプルトニウムサイクルと放射性廃棄物の処分 

 そこで、改めて、現在の日本の原子力発電システムの中核をなす核燃料サイクル

という制度の持続可能性について検討する。 

核燃料サイクルは使用済燃料にわずかに含まれるプルトニウム（１％程度）とウ

ラン２３５（１％程度）を回収し、燃料として再利用することを目的としている。

しかし、プルトニウムは核兵器に転用可能であるとともに、１ｇ中の放射能が４３

００億ベクレルと極めて高く、原子炉級プルトニウム１ｇは一般人の制限値の約２

億人分の毒性を持つとされる（原子力資料情報室「原子力市民年鑑２０２５」、１４

３頁、甲１７４）。このように極めて高度の危険性を有するプルトニウムについて安

全で合理的で効率的な分離・利用のサイクル（プルトニウムサイクル）が確立でき

るのか、が核燃料サイクルの核心的な問いとなる。 

とともに、使用済核燃料からプルトニウムとウランを分離するために、本件再処

理施設において使用済核燃料を剪断し、濃硝酸液で溶かし、溶液を化学処理する工

程が踏まれる。そのため、プルトニウム等を分離する工程は、他方では、使用済燃

料に閉じ込められていた様々な放射性物質を開放して液状化することで極めて危険

な混合物としての放射性廃棄物（高レベル放射性廃棄物としてガラス固化体となる）
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を大量に産み出すプロセスでもある（なお、再処理のプロセスにおいては、使用済

燃料中にある放射性希ガスのクリプトン８５やヨウ素１２９やトリチウムなどを大

気や海水中に大量に放出し、一般環境中に広く薄く廃棄する放射能拡散システムで

もある）。したがって、再処理に伴って排出される高レベル放射性廃棄物を安全にか

つ確実に処理できるのかが、核燃料サイクルのもう１つの核心的課題である。 

しかし、すでに半世紀以上が経過してもなお、上記２つのシステムはいずれも確

立されていないし、確立するうえでの様々な困難に直面し続けて停滞を続けている。

その結果、核燃料サイクルは長期間にわたりシステム不全を起こしており、今後も

それが継続する蓋然性が高い。 

（３）プルトニウムの利用についての問題 

第１に、核燃料サイクルから生み出されるプルトニウムについて、その危険性に

見合うだけの需要がなく、「利用」の面でのサイクルが長期間にわたって停滞するこ

とである。 

本来、業界や政府が目指していたのは、高速増殖炉による核燃料サイクルであっ

た。そこでは消費した燃料以上のプルトニウムがウラン２３８から作られ、そのプ

ルトニウムを高速増殖炉で利用することで、プルトニウムの燃料サイクルのシステ

ムが完結するものであった。 

ところが、取り出したプルトニウムの本来的な需要先・受け皿であった高速増殖

炉の開発は頓挫した。１９９４年に初臨界に達した原型炉の高速増殖炉「もんじゅ」

は、冷却材のナトリウム漏れその他の重大事故の連続などから、１兆円以上の費用

をかけたにもかかわらずほとんど稼働しないまま廃炉になった（２０１８年３月廃

止措置計画認可）。世界的にも、その技術的困難さだけでなく、経済性からも、イギ

リス、フランス、アメリカ、ドイツは高速増殖炉の開発から撤退している。 

「もんじゅ」の廃炉後、日本は、計画をスケールダウンして燃料の増殖は目指さ

ず、ＭＯＸ燃料の利用と放射性廃棄物の減容や潜在的有害性の低減に目的を変えて、

「高速炉」の開発計画を続けており、２０４０年代半ばの運転開始を目指すとされ
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ている。しかし、もんじゅ廃炉後頼りにしたフランスの高速炉 ASTRID 計画は２０

１９年に中止になり、現在はアメリカの Terra Power の高速炉 Natrium の計画に協

力している状況であり、２０２６年３月に建設許可が発給されたとはいえ、今後の

展開は不透明であるうえ、経済性も大きな障がいになる（松久保 肇「高速増殖炉か

ら高速炉、そして無用の長物へ」参照、甲１７５）。 

その間、短くても２０年以上、分離されたプルトニウムを処理するために、その

一部をＭＯＸ燃料の材料として使用する「プルサーマル」を実行していくしかない。 

しかし、ＭＯＸ燃料を使用する原発は、現在 4 基（高浜３、４号機、伊方 3 号機、

玄海 3 号機）に限定されており、それが将来急速に増える見込みは立っていない。

ＭＯＸ燃料は通常のウラン燃料よりも極めて高価であり（国産ＭＯＸで２０～５０

倍とされる。甲１７５、４頁）、そもそも経済的にＭＯＸ燃料を使うインセンティブ

が働かない。仮にＭＯＸ燃料を使う原子炉が一定数増加したところで本質的に高速

炉の代替にはなりえない。プルサーマル計画の本質からして、あくまでプルトニウ

ムサイクルのための専用炉までの「つなぎの政策」という位置づけでしかないから

である。 

他方で、日本政府・原子力委員会は、核武装しない平和利用のためにだけプルト

ニウムを保持すると宣言しており、プルトニウムの保管量を４７トン以上にしない

ことを国際公約としている。ちなみに、ＩＡＥＡの基準ではプルトニウム８ｋｇで

プルトニウム爆弾を 1 個作ることができるので、日本は現有のプルトニウムで核爆

弾約６０００個分のプルトニウムを保有していることになり、安全保障上の潜在的

リスクも含めるとそのリスクは膨大なのである。 

２０２５年６月のイスラエル・アメリカによるイランの核開発施設への攻撃が示

すように、今日の不安定な国際政情のもとで、プルトニウムの保有量をこれ以上増

大させることは、核武装の意思表示とみられて国家間の緊張を増大させるだけでな

く、テロによる破壊や強奪のリスクも高まる。よってプルトニウム保管量の国際公

約は必ず守る必要があり、かつ、常に厳重な管理が要請される。 
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そうすると、実際にはプルサーマル実行炉しかＭＯＸ燃料への需要がない中で、

その需要を上回る新規プルトニウムを再処理によって作り出すわけにいかず、現実

的な対応策は、再処理システムの稼働率を著しく低下させるしかない。仮に、よう

やく竣工しても稼働率を制御するしかない再処理施設であることに、核燃料サイク

ルの矛盾が集約されている。 

第２に、核燃料サイクルは、使用済燃料をもとにＭＯＸ燃料を作って利用すると

いう 1 度のサイクルしか実際には回らないことである。現在、使用済のＭＯＸ燃料

をもう一度再処理する 2 度目以降のサイクルの仕組みは存在しない。本件再処理工

場の業務には使用済ＭＯＸ燃料の再処理は含まれていないうえ、使用済ＭＯＸ燃料

の再処理（第２再処理工場）の具体的計画は無い。この点、２００５年の原子力政

策大綱において、第２再処理工場について触れられていたが、２０年経過しても何

ら具体的な計画は立案されていないばかりか、その後の福島原発事故や再生可能エ

ネルギーの普及など社会経済情勢は著しく変化しており、本件再処理工場ですら竣

工ができない中で、第 2 再処理工場の実現性は、社会的にも経済的にも無いと言っ

て過言ではない。ちなみに、１９９７年の竣工予定から延期を繰り返している本件

再処理工場の総事業費は、１５兆６２００億円に上ること（ＭＯＸ燃料工場は２兆

６０００億円）が２０２５年６月２３日に使用済燃料再処理・廃炉推進機構により

公表された。 

その結果、使用済ＭＯＸ燃料は形式上、リサイクル用の有価物という扱いをした

としても、事実上は用途のない「廃棄物」になる。にもかかわらず、通常の使用済

燃料よりも高い熱量を持っているため、より長期間、使用済燃料プール等に保管す

るしかない。また、使用済ＭＯＸ燃料をそのまま処分する場合に、保有熱量が大き

いため、処分場の面積はほとんど減らないとされる（甲１７５、３頁）。 

第３に、仮に竣工したところで、大きな技術的な困難を抱え、安全で安定した稼

働を期待できない点である。１９９７年に竣工する予定であった本件再処理工場は、

技術的な問題点などからこれまで２７回の延期が繰り返されてきた中で、現時点で
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は２０２６年度中に竣工を予定している。ところが、２０２５年１２月、日本原燃

は竣工を遅らせてきた主要原因である高レベル放射性廃液の固化試験については、

竣工後に実施すると表明した。これについては、安全性の核心部分を後回しにして

名ばかりの「竣工」を急ぐものとの批判を免れない。廃液の固化は一連の再処理に

おける極めて重要な工程であり、安全性が検証されて工程が確立していなければ、

今度は極めて危険で処理が困難な高レベル廃液が溜まる一方となる。したがって固

化試験の終了は六ケ所再処理施設が機能するために不可欠であり、仮にそれを後回

しにした「竣工」が実現したとしても、安全な稼働には結びつかない。 

以上がプルトニウムサイクルの実態である。結局、「＜核燃料サイクル＞として知

られるシステムも、実際には原子力の原材料から核廃棄物に至る道沿いで、ほんの

わずかな量が 1 回だけ再利用されるシステムのこと」(Kupper. C & Sailer M.、鮎川

ゆりか訳「プルトニウム燃料産業―その影響と危険性」七ツ森書館、１９９５年、

甲１７６、２５頁)と言わざるを得ない。 

実際、２０２５年 1 月、使用済燃料を長年にわたり再処理し、プルトニウムを貯

蔵してきたイギリスは、今後、余剰のプルトニウムを廃棄処分する政策を採ること

になった。使用済燃料の再処理政策を進めてきたイギリスにおいて、安全性や経済

性から、分離したプルトニウムを「廃棄物」として扱わざるを得なくなったことは、

本件再処理工場の将来の姿を映し出しているとみるべきであろう。 

（４）高レベル放射性廃棄物の処分問題について 

高レベル放射性廃棄物の最終処分場については、第１に、原子力発電が開始して

半世紀を優に過ぎてもなおいまだ立地すら決まらず、いつどこにいくらくらいの費

用で建設ができるのかどうかも不明である。その意味では、核燃料サイクルのシス

テムが動き出すと、高レベル放射性廃棄物の置き場がないまま長期間貯蔵するしか

なくなり、システムが完結しない状況にある。 

この点に関しては、北海道の寿都町、神恵内村で文献調査が終了したものの、北

海道は処分場の設置に反対の立場を崩していない。また、玄海町においては文献調
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査が行われているものの、地下の石炭層の存在などから科学的特性マップ上適地と

はされていない。さらに２０２６年４月２１日には、東京都小笠原村の南鳥島が文

献調査の対象とされた。しかし、いずれも今後、高レベル放射性廃棄物の処分場の

立地につながるかどうかは極めて不透明である。仮にこれらの候補地などから最終

処分地が決まるとしても、調査・決定手続の２０年と建設期間１０年をあわせると、

実際に処分が可能になるのは、早くても３０年先であり、前述したとおり、現状の

手続の進行状況からすれば、さらに遅れる公算が高い。 

このように仮に近い将来に再処理工場が竣工したとしても、稼働により生じる極

めて危険な高レベル放射性廃棄物についての最終処分場所は少なくとも向こう３０

年間は存在しないため、その間、稼働すれば生じる高レベル放射性廃棄物は専用の

施設で冷却し続けるしかない。 

この点、我が国では、使用済燃料の一部をイギリス・フランスに委託して再処理

をしており、海外で発生した高レベル放射性廃棄物のガラス固化体の返還は、１９

９５年４月から開始され、２００７年３月末までに１３１０本がフランスより返還

されて終了し、２０１０年３月よりイギリスからの返還が開始され、最終的に約８

３０本が返還される予定である1。六ケ所の高レベル放射性貯蔵管理センターの貯蔵

容量は２８８０本であるため、海外分の合計２１４０本だけで既に７４．３％を占

める。このように、高レベル放射性貯蔵管理センターの貯蔵容量には余裕がない。 

 他方で、「六ケ所高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センター周辺地域の安全確保及

び環境保全に関する協定書」第３条によれば、「ガラス固化体」の一時貯蔵管理は、

貯蔵管理センターに受け入れた日から３０年間ないし５０年間」とされており、期

間満了により、日本原燃は電力会社に「ガラス固化体」を搬出させる義務を負って

いる。そしてフランスからのガラス固化体の返還・受け入れの始期は１９９５年で

あるから、遅くとも２０４５年には搬出が開始されなければならないことになる。

しかし、寿都町等の概要調査すらまだ開始されていない中、少なくとも３０年の建

 
1 日本原燃「廃棄物管理事業の概要 https://www.jnfl.co.jp/ja/business/about/hlw/summary/ 
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設期間が見込まれているのだから、期限までに高レベル放射性廃棄物の最終処分場

が竣工する見込みはない。 

 これらの状況からも、高レベル放射性廃棄物を産み出す本件再処理施設の稼働は

大きく制約され、予定されている能力での稼働は不可能である。 

第２に、より本質的な問題として、高レベル放射性廃棄物のリスクを将来世代に

押し付ける点で、本件再処理施設は、持続可能な発展の重要な構成要素である世代

間衡平に反することが挙げられる。寺本剛教授は次のように述べる。 

 

「（高レベル放射性）廃棄物は、１０万年以上もの長い間、危険であり続け、画期

的な技術革新がない限り、そのリスクは、原子力発電から直接利益を得ることの

ない遠い未来の人々に残される。これが世代間の不公正であることは明白であろ

う。この問題について考える者は、私たち人類が途方もなく大きな力を持ってし

まったという事実を目の当たりにし、今後の行動や意思決定において自分たちが

各段に重い責任を担わなければならなくなったという現実と向き合うことにな

る。人々に重い教訓を与え、将来世代に配慮した行動をとるよう動機づける力を

持つがゆえに、この問題は世代間倫理の議論において重要な意味を持つのであ

る。」（寺本剛「放射性廃棄物と世代間倫理」（吉村明弘編著『未来の環境倫理学』

第３章）、甲１７７、４９頁） 

 

高レベル放射性廃棄物の地層処分は、廃棄物としての最終処分であり、最終的に

は人間による管理を放棄して、１０万年という単位で、深地下の自然環境に高レベ

ル放射性廃棄物の運命を委ねることを意味する。プレート境界に位置する日本にお

ける将来の地殻変動等による地層の状況や地下水の動向などの超長期に及ぶ不確実

性から生じるリスクは、将来の世代が超長期に亘って負うことになる。 

この点、宗教者である原告らは、世代間倫理を極めて重視しており、６で詳述す

る。 
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（５）経済的な著しい不合理性 

核燃料サイクルの構築および維持コストは著しく経済合理性を欠く。政府の総合

資源エネルギー調査会電気事業分科会コスト等検討小委員会「バックエンド事業全

般にわたるコスト構造、原子力発電全体の収益性等の分析・評価」（２００４年１月

２３日）は、本件再処理工場が２００６年から４０年間稼働して３．１万トンを再

処理してその後３０年かけて廃止されるとの仮定で、バックエンドコストを１８兆

８０００億円と見積もっていた。当時ですらこの見積もりは甘いと批判されていた

から、現在の時点でのコストはそれをはるかに上回る膨大なものとなる（甲８９、

大島堅一「原発のコスト」参照）。実際前述したとおり、本件再処理施設の総事業費

は１５兆６２００億円、ＭＯＸ燃料工場は２兆６０００億円であり、それに高レベ

ル放射性廃棄物の最終処分（地層処分）の費用等が加わる2。 

しかも、再処理によって生じるプルトニウムの保管総量を増やさず、また高レベ

ル放射性廃棄物が貯まり過ぎないように、稼働率を低位に抑制せざるを得ないうえ、

「もんじゅ」がそうであったように技術的な面からも稼働率は極めて低くなること

が予想されるため、仮に稼働したとしても、経済効率が極めて悪い施設とならざる

を得ないのである。しかもわざわざ作り出したＭＯＸ燃料は、使えば使うほど電力

料金に跳ね返り、国民負担を増大させ、ひいて日本の国際競争力を低下させる。 

このように、核燃料サイクルのシステムは、環境的にも、技術的にも、社会的に

も、経済的にも持続可能性を欠いている。前述したイギリス政府による余剰プルト

ニウムの廃棄政策への転換は、再生エネルギーの価格競争力が上がる中、また原子

力施設の建設維持コストが急騰する中、再処理政策が何よりも経済的に成り立たな

いことを例証するものであり、日本の核燃料再処理政策の継続の不合理性を際立た

せるものである。 

 
2 ２０２４年において、高レベル放射性廃棄物のガラス固化体の地層処分費用として 3 兆５６

０９億円、それ以外の地層処分相当低レベル放射性廃棄物の処分費用として９５７３億円と見

積もられていている。原子力発電環境整備機構 NUMO「積立金」 

https://www.numo.or.jp/tsumitate/kyoshutsu.html ２０２６年５月１１日閲覧 
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３ 近年の高レベル放射性廃棄物処分場をめぐる動き 

２０２４年１１月２２日、原子力発電環境整備機構（ＮＵＭＯ）は、北海道寿都

町および神恵内村における文献調査報告書及び要約書（以下、報告書等）を公表し

た。それを受けて、現在、寿都町と神恵内村では現地説明会が開催され、今後、概

要調査に進んでいくかどうかに注目が集まっている。寿都町には「寿都町における

特定放射性廃棄物最終処分の概要調査及び精密調査に係る意見に関する住民投票条

例」が存在し、概要調査に進むには、住民投票が行われることになる。神恵内村も

住民投票を検討している。 

しかし、北海道庁は、２０２５年４月１７日、「寿都町および神恵内村における文

献調査報告書に対する北海道意見」において、「北海道における特定放射性廃棄物に

関する条例」を遵守する必要があると考えており、文献調査が実施された後、仮に

概要調査に移行しようとする場合には、現時点で反対の意見を述べる考えであると

している。また選定手続そのものについても、国が全国の適地を調査し候補地を絞

り込むとともに、都道府県や周辺自治体はもとより、広く住民に丁寧に説明し理解

を得るなど、最適な処分地選定に向けたプロセスの見直しを行うべきであると、現

行手続の問題性を指摘している。 

 この間に、２０２３年９月２７日、対馬市長は、対馬市の将来に向けて熟慮した

結果、文献調査を受け入れないとの判断に至ったことを発表した。 

他方、玄海町は、原発所在自治体の責任として文献調査を受け容れるとし、２０

２４年６月１０日文献調査が開始された（ＮＵＭＯの事業計画変更を経産省が認可）。 

 しかし、寿都町等では町民の分断が進む中で、町民の孤立感が強まっている。結

局、過疎に悩む自治体に究極の嫌忌施設を押し付け、現地の住民が地域の分断や風

評被害に苦しむ一方で、電力の消費地である都会の住民や企業は無関心のまま、と

いう環境正義に著しく反する状況が継続している。 

 南鳥島については、プレート境界から十分離れた太平洋プレート上にあり、地質



- 13 - 

 

学的安定性を備えているとされているものの、島の狭さや海底構造の急峻さからく

る最終処分場の地上施設や地下施設建設の困難さ、長距離輸送や海面上昇による浸

水の恐れなど安全上のリスクがあり、それらはすべて処分コストの上昇をもたらす

可能性があるとの指摘もなされている3。 

 

４ 使用済核燃料の保管対策としての各地原発の恒久的「処分場化」 

このように現実の核燃料サイクルが目詰まりを起こしているため、使用済燃料の

燃料ピットにおける保管量が増大し、次第に限界量に近づきつつあり、近い将来、

そのために原発が稼働できないおそれが生じてきた。 

そこで、２０１５年１１月２０日の電気事業連合会「使用済燃料対策推進計画」

は、六ヶ所再処理工場への搬出までの間、発電所の敷地内外を問わず、中間貯蔵施

設や乾式貯蔵施設等の建設・活用を進めることにより、使用済燃料の貯蔵能力の拡

大を図るとした。 

しかし、むつ市・使用済燃料中間貯蔵施設（リサイクル燃料備蓄センター、３０

００トン、乾式、５０年間貯蔵可能、東京電力と日本原電の出資）を除いて各地で

中間貯蔵施設の建設は進んでいない。 

 ２０２４年９月２６日、上記むつ市の施設に、東京電力柏崎刈羽原発から使用済

燃料が初めて搬入された。ここでも保管期限は最長５０年間である。 

関西電力は、美浜・高浜・大飯原発が所在する福井県との関係で、２０１０年ま

での県外の中間貯蔵施設建設への対応を約束していた。その後、２０１５年に２０

２０年に県外施設計画を確定することとしたが、２０１７年に約束した２０１８年

までの計画候補地の公表の約束は履行されなかった。その後２０２３年までに県外

計画を定めるとの方針のもと、窮地に陥った関西電力は、使用済核燃料の一部（使

用済ＭＯＸ燃料を含む）をフランスに研究目的で搬出することを発表したが、量的

 
3 ２０２６年４月１３日、原子力市民委員会「南鳥島での高レベル放射性廃棄物地層処分には

多くの問題がある」https://cnic.jp/81836、２０２６年５月１２日閲覧 
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にも質的にも県外貯蔵施設への大量蓄積中の使用済燃料の搬出に代替する計画とは

いえないとして県議会等からも厳しい批判を受けた。 

その間、２０２３年８月に、関西電力は中国電力とともに、山口県上関町におい

て中間貯蔵施設の建設調査をすることを明らかにし、２０２５年８月、適地である

との調査結果をまとめたことが報道された。しかし、周辺自治体の田布施町では反

対決議が可決されるなど、先行きは不透明である。 

 このように中間貯蔵施設の建設が難航している中で、現在進められているのが、

原発敷地内での乾式保管である。日本原子力発電（東海第二原発、１４６４体分、

２００１年１２月運用開始）、四国電力伊方原発（１２００体分について２０２５年

７月運用開始）、東北電力（２０２５年７月２９日女川原発２号機に２棟の乾式貯蔵

施設、１３８０体分の建設を宮城県が了承）が具体化しているうえ、中部電力浜岡

原発、九州電力玄海原発、関西電力高浜原発で第 1 期（２４体×２２基）、第 2 期

（２４体×１０基）のほか、美浜・大飯原発にも乾式貯蔵施設を建設する計画が公

表されている。また、東京電力福島第一原発でも現在一部使用済燃料を乾式キャス

ク仮保管設備で保管冷却中しており、今後増設予定である。 

関西電力の高浜原発では、設計貯蔵期間は６０年とされており、それに先立つ水

冷期間も含めると、使用済燃料は、当該原子炉の廃炉に至っても長期間にわたる現

地保管が存続することを意味する。 

このような使用済燃料の各地での原発やその敷地内の貯蔵施設に長期に貯留し

ていく傾向を受けて、原発や関連施設が所在する薩摩川内市、玄海町、伊方町、柏

崎市、むつ市では、「使用済み核燃料税」を課税しその総額が２４億円となり、増額

傾向にあることが報道されている（朝日新聞・2026 年 5 月 17 日）。その納税財源は

電気料金である。 

こうして、原発施設における使用済核燃料の長期保管や低レベル放射性廃棄物の

敷地内処分などを通じて、いわば原発が恒久的な事実上の核廃棄物処分場と化すお

それが強まっている。このように、原発による電力を消費する大都市などの受益圏
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と原発の事故リスクおよび使用済燃料や放射性廃棄物の貯蔵・処分の負担を引き受

ける受苦圏の分離と固定化が一層進み、環境的な正義に反する状況が続くことにな

る。とともに、原告らも含めて、全国民にその経済的負担が課せられている。 

 

５ 核のゴミとしての使用済燃料問題と持続可能性 

 上記をまとめると、消費した以上の核燃料を増殖するという制度本来の目的を喪

失した現在の核燃料サイクル政策の本質は、原子力発電から不可避的に発生する処

理困難物である「核のごみ」の処分問題を常に先延ばしするための政策として機能

してきたと言うことができる。 

 アメリカ、イギリス、ドイツなどがとっている使用済核燃料の直接処分の場合は、

使用済核燃料＝核廃棄物となり、その暫定的保管中にあっても常にその全量処分を

どこでどうするかが喫緊の政策的課題となる。 

 ところが、核燃料サイクル政策を維持することで、使用済燃料は、将来再利用さ

れる「資源」という位置づけになり、少なくとも再処理施設が稼働するとき（より

本質的には再処理施設から出た高レベル放射性廃棄物の最終処分場が稼働するとき）

までは、核燃料からの「核のごみ」はいまだ発生していないことになる。そして幸

か不幸か日本の再処理施設の竣工は２７回の延期を繰り返し、建設開始から３０年

以上経過しても竣工していないし、最終処分場もどんなに早くても３０年以上後の

稼働になる。そのことによって、核のごみの本格的な廃棄処分をこの５０年間先延

ばしにできてきたし、今後数十年も先送りすることができる。「電力業界や政治機構

が、再処理＋ＭＯＸ（燃料）利用システム（すなわち核燃料サイクル）に関心を抱

いたもう一つの側面は、核廃棄物問題をもっと先の将来に持ち越せる点である」（前

掲 Kuppers & Sailer 甲１７６、２７頁）。ところが、核燃料サイクル構想から半

世紀以上が経過してエネルギー事情も社会経済も大きく変貌したし、今後さらに環

境は激変する。にもかかわらず、もはや電力を生産するという本来の目的からすれ

ば時代遅れのシステムがすでに巨大なコストを使ったがゆえに見直しされずに、さ
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らに巨大な負担を伴って後の世代に押し付けられていくのである。 

先送りに関しては、ＭＯＸ使用済燃料の扱いもその典型であろう。２００５年に

言及された第２再処理工場の構想は２０年以上経過しても具体化されていないが、

その抽象的な構想がかつて触れられ、それが明示的には放棄されていないという一

点をもって、ＭＯＸ使用済燃料もまた極めて厄介な「核のゴミ」という本来の性状・

実態に見合った扱いがされず、使用済燃料プールに通常使用済燃料より長期にわた

って漬けられたままその処理の検討が先送りされ続けているのである。 

 その意味で、本件再処理工場の竣工が先延ばしをされ続けてきたことは、皮肉な

ことに電力会社や政府にとっても好都合な面もあったことは否定できない。 

 電気事業連合会の２０２６年２月２０日「プルトニウム利用計画」によれば、２

０２６年及び２０２７年は各０．７トン、２０２８年はゼロにすぎない。仮に２０

２７年に年間約８００トンのウランから８トンのプルトニウムを産み出す本件再処

理施設やＭＯＸ燃料工場が竣工したとしても、その時点での需要はその約１０分の

１しかない。国際的には２０１８年に政府・原子力委員会が決定した４７トンの保

有上限を維持しなければならない中で、しかも、これだけ安全保障上の国際情勢が

厳しい中で、この施設が竣工すると、一方ではプルトニウムの利用方法を検討しつ

つ、他方では発生し始める高レベル放射性廃棄物の長期保管問題に直面しなければ

ならないことになる。 

 しかし、その間に、福島原発事故やテロの危険性の高まりの中で、原子力発電に

求められる安全性のレベルは極めて高くなり、建設・維持コストの著しい高騰を招

いている。他方で、経済産業省総合資源エネルギー調査会・発電コスト検証ワーキ

ンググループの２０２５年１月２４日「発電コスト検証に関するとりまとめ（案）」

では、２０２３年のモデルプラント方式の発電コスト（政策経費あり）は、原発で

１２．６円（円/kWh）に対して太陽光（事業用）は１０．９円/kWh)とされ、政府

の資料でも再生可能エネルギーのコストの方が安くなっているほか、２０４０年の

シミュレーションでは、太陽光（事業用）が６．９円～８．８円、太陽光（家庭用）
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が７．８～１０．６円、陸上風力が１２．６～１４．５円、原子力が１２．５円と

なり、原子力の経済的優位性は無くなっている。原発の発電コストについての試算

は不透明な部分が多く、実際には、この試算より原発のコストは相当程度高いこと

が想定され、世界的にも見て原子力発電はコスト競争では再生可能エネルギーに勝

てない状況になってきている。 

 にもかかわらず、経済的コストを度外視して、直接間接の政府からの資金の投入

と国民による電力料金の負担によって核燃料サイクル政策が維持されている。財政

のひっ迫と人口の減少のトレンドが続く中で、このような巨額の費用を投じての問

題の先延ばし政策は、経済的破綻に直結するリスクを増大させている。 

 核燃料サイクル政策とそれを支える本件再処理施設については、持続可能性の観

点からすれば、潜在的な核の廃棄物を排出する事業者が、自らの能力で処理できる

限界を超えて危険な高レベル放射性廃棄物を産み出す点（処理可能なキャパシティ

を超える有害物を自ら負担しえない費用がかかることを想定しつつ産出し続けてい

ること）、将来の国民に高い負担費用と安全リスクを押し付けている点（世代間不公

平）、再処理関係の施設や原発所在地などの特定の地方に安全リスクと社会的分断

を押し付けている点（地域間不公平）において、持続可能な発展原則に本質的に抵

触している。 

 

６ 命をつなぐ権利と持続可能性 

（１）被告の反論の骨子 

被告は、原告が主張する命をつなぐ権利（原告準備書面（３））は、内容の不明確

性、生命・身体にかかる人格権との相違、侵害の要件の不明確性などから、実体法

上の法体系上認めがたいと批判する（被告準備書面６、３８頁以下）。 

さらに、高レベル放射性廃棄物の存在を容認している原子燃料サイクル制度は、

国の政策として堅持され法制度化しているから、再処理工場の運転により高レベル

放射性廃棄物が生じることは法が予定する適法な行為であって、原告らの人格権を
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侵害することにはならないとも批判している。 

そこで以下、命をつなぐ権利の中核にある人格的な保護法益を明らかにし、人格

権との関係での法体系上の位置づけを明確化するとともに、侵害要件の厳格化と違

法性論（受忍限度論）について述べて反論・補充とする（なお一部原告準備書面（３）

との重複・要約がある）。 

（２）保護法益の明確化 

原告らが主張する「命をつなぐ権利」は、憲法１３条が保障する基本的人権であ

る人格権の中核をなす幸福追求権の性格を持つ。突き詰めれば、「命をつなぐ」とい

う人間の本質に根差した精神的利益を憲法１３条の幸福追求権をよりどころとして

法的保護に値する利益として権利の中核に置くものである。 

人は生まれ、育ち、学び、働き、家庭や社会集団を作り、老い、死ぬというライ

フサイクルの中で、各自が考える生きる意味・目的を自己実現することを幸福の重

要な指標とする。人の命は有限である。そのとき、一般に私たちは「個体」として

の個人の生から死の範囲だけで「幸福」をとらえてはいない。 

今日の私たちにつながるまでの「種の歴史」は、何億世代にもわたる個々の命の

奇跡的なつながりの歴史でもある。生殖として命をつなぐことは生物の DNA に組

み込まれた本質的営みであり、個体としての自らの命を超えて連綿とつながる命を

残すことは、生物としての人の幸福追求権の重要な要素である。 

しかし、人間にとって命をつないでいくことは、生物的な DNA の承継にとどま

らず、社会的な文化の承継においても重大な意味を持つ。人類の世代を超えた集団

的営為により、文明社会は維持され今日まで続いてきた。個々には有限な命しか持

たない私たちにとって、過去から未来へと続く人類の歴史の中で、自らが何かをや

り遂げ、その成果が死後に承継されていくことは、生きがいや生きる希望の源泉で

ある。悠久の歴史の中で、自らが果たしたささやかな役割りへの満足は、個人の幸

福感・人生観の重要な基礎をなしている。私たちは意識的・無意識的に、人間の文

明の発展の長い歴史の中に自分が位置づけられることに、個体としての死を乗り越
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えるという意味で人生の根本的な幸福を見出してきたのである。 

とともに、私たちもまた私たちに先立つ世代から文化を承継してきたことから、

後世代により良き文化や社会を承継していく役割を果たすことに重い責任を感じて

もきた。 

個々の命の限界、つまり「死」の意味付けは宗教の存在理由そのものと言って過

言ではないだろう。個体としての「死」をとれば、若くしての非業の死もあれば長

寿を全うしての「大往生」もあり、千差万別である中で、それらに共通する宗教的

意味が与えられることで、それが亡くなっていく個人や残された者の死の「受容」

につながる。と同時に、生きる者にとっての人生の指針となっていく。宗教者は、

それぞれの信じる宗教的教義のもとで、自らの人生における使命感や基本的な倫理

観を形成している。 

以下、命のつながりについての宗教観についてのきわめて大まかなまとめであり、

それぞれの宗教においてもさらに宗派による違いはあることを断っておく。 

キリスト教においては、死は神の国に入り永遠の命を得る入口であり、一度だけ

の地上での現生は死後の最後の審判を前に神に仕え隣人を愛するという神から与え

られた使命を全うする意味を持つ。その使命の中核部分に、神から託されたこの世

界を良き管理者として次の世代に持続可能な形で守り、手渡すことも含まれる。か

つて自然の支配者としての人間活動を正当化したことが環境破壊につながった面も

あったものの、現代ではむしろ神から与えられた自然の恵みに感謝し、神への敬意

と畏れをもって被造物としてのかけがえのない地球を持続可能な仕組みの下で適正

に管理していくことに宗教的実践の重点が移っている。 

仏教においては個々の命を超越する宇宙の真理（法）のもとで、すべての命がつ

ながり循環する輪廻の世界において、死は次の生へと移り変わる通過点という意味

を持つ。ただ、「死」は生老病死というライフサイクルにおける「苦」として捉えら

れ、最終的には「生と死」への執着から離れ、そこからの解脱を目指すべき対象で

ある。現世においては、生と死の循環の中での、利他の精神をもって広く生きとし
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生きるものを慈しみ、徳を積んでいくことが自己および世の救済につながる。修行

や解脱に重きを置くと社会的な無為無策の受動的態度ないし無関心に結びつきかね

ない面はある。しかし、一般には、仏教徒は、足るを知り、命の循環と調和を重ん

じることから、長期的な社会・環境の持続可能性に強い関心と深い意義を見出し、

それが日々の宗教的実践につながっているのである。 

このように、宗教者はもとよりそうでない場合も、命をつなぎ、後世に持続可能

な社会を残すことに関する精神的利益は、自己の生きがいにつながる幸福感と、自

己の与えられた使命を果たすことに対する責任感という両面を持つ。 

このことは哲学や倫理学の観点からも分析され根拠づけられている。まず前者の

自己の生きがいにつながる幸福感に関連して、既に述べたとおり、哲学者のサミュ

エル・シェフラーは、「もしある人が自分の死後３０日たつと人類が滅亡すると知っ

ているとしたら」という＜ドゥームズデイ（注：最後の審判の日）シナリオ＞の場

合、「私たちは、自分が行っている多くの活動や経験にほとんど価値を見出せなくな

るだろう。それらの意義は自分自身の死ではなく、人類の死滅によって失われる。

この推測が正しいならば、人は自分の死後も人類が存続し続けることに価値を見出

していることになる。それは自分自身の子孫に対する配慮とは別である。人は自分

がいなくなったパーティが続くように、未来の人間社会も続き、自分もその一部に

連なっていたいと望むのである。」と述べている。 

シェフラーは、「もし誰も早死にしないが今後地上に子どもが１人も生まれなく

なるとしたら」という＜不妊のシナリオ＞の場合も、人々は自分自身が早死にする

わけでないからといって無関心ではいられず、社会の中でアパシーやアンニュイが

蔓延するだろう。」「＜不妊のシナリオ＞がカタストロフだという判断は、単に最後

の世代の人々の生活状態への憂慮だけから来ているのでもない。彼らの生活が安楽

なものだろうとしても、それはやはりカタストロフなのだ。」という（森村進「未来

世代に配慮すべきもう一つの理由」： 宇佐美誠編『気候正義』勁草書房（２０１９

年）８７頁、引用は９５頁以下による要約と解説参照、甲１００、なお原典は Samuel 
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Scheffler “Death and the Afterlife” Oxford University Press、２０１３年、森村進訳

「死と後世」筑摩書房、２０２３年）。 

シェフラーの上記議論は、私たちが未来世代の永続を願っていることは、単に未

来世代という「他人」への配慮だけではなく、未来世代が存在し健全な形で継続す

ること、本主張との関係で言い換えれば「命の健全なつながりが保持されること」

が私たちの人格の根底にある幸福感を形成するという自己利益の保全でもあること

を示唆している。 

次に後世への配慮に含まれる責任感については、命をつなぐことへの私たちの精

神的な利益のうちの世代間責任という側面について検討する。ハンス・ヨナスは「責

任という原理―科学技術文明のための倫理学の試み」（東信堂、日本版は加藤尚武監

訳、２０１０年、甲１０１）において、「われわれには、われわれ自身の生命を賭け

ることは許されても、人類全体の生命を賭けることは許されない。」（同２２頁）と

述べ、現在世代と未来世代との間で不公平が存在することを前提に、現世代は未来

の世代の持続可能性を損なうような危険な選択を行うべきではないという新しい倫

理論を打ち立てた。 

かかる世代間倫理からすれば、将来世代に影響を与える巨大なリスクを伴う意思

決定を行う場合は、常に、最悪の事態を想像する力に基づきその回避を選択すべき

とされる。現在の高レベル放射性廃棄物の地層処分という法式は、１０万年間にわ

たる安全性の保証はないはずの中で、一種の「賭け」を伴うものと批判することが

できよう。 

現に次世代への倫理的責任は、放射性廃棄物に関する政策原理ともなっている。

「原子力の便益を享受した我々の世代は、これに伴って発生した放射性廃棄物の安

全な処理・処分への取組に全力を尽くす責任を、未来の世代に対して負っている。」

（平成１７年１０月１１日原子力政策大綱）。少なくとも法政策原理としては、原因

者負担主義に基づき、①発生者責任の原則、②放射性廃棄物最小化の原則、③合理

的な処理・処分の原則、④国民との相互理解に基づく実施の原則が掲げられている。 
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 ところが、この倫理的責任は現実の原発政策上、専ら原発の最終処分場等の立地

促進のためだけに使われ、それが思うように進まない現状においても、核廃棄物の

発生抑制や総量規制には全く結び付けられることはない。また前述した世代間の賭

けを伴う地層処分をリスクは小さいとして「合理的な処理・処分」と評価している。 

このように、現実の原子力政策、特に核廃棄物政策が次世代への環境負荷の総量

制限という意味での環境配慮を著しく欠くとき、次世代への倫理責任を人格的に深

く内面化する原告ら宗教者らは、自らの倫理責任が果たされていないことに良心の

痛みを感じ、その幸福感の阻害に怒り、あるいは苦しみ続けている。すなわち、同

世代の将来世代への配慮を著しく欠く行為は、健全な社会の中で次の世代へと命を

つなぐという宗教的倫理感に基づく日々の実践を行っている原告らの使命感・幸福

感と衝突し、原告らの人格的な精神的利益を侵害している。未来世代に対する社会

の持続可能性の保障という倫理的責任は、命をつなぐ精神的幸福感の要保護性の根

拠となる。 

命をつなぐ権利は、「人として未来へ命をつなぐ権利」あるいは「持続可能な社会

を未来に引き継ぐ権利」であるが、「世代間公平に基づき安全に住み続けることがで

きる環境を引き継ぐ責任」と表裏一体である。通常、権利は行使しないことも可能

であるから責任ないし義務ではなく、責任に基づく義務は強制の契機を伴うもので

あって権利ではないと考えられている。しかし、親権が子に対する権利であるとと

もに責任でもあるという２面性を持つように、権利と義務とは一体性を持つ場合が

ある。特に環境の保全をめぐっては、清浄かつ健全で持続可能な環境を享受する権

利は、そのような環境を保全する環境への配慮義務（責任）を果たすことによって

保障されるものであって、権利と義務とは表裏一体の関係にあることが認識される

ようになってきた。 

その先駆けとなったフィリピン最高裁 Oposa vs. Factoran (Secretary of ENR)，

１９９３年７月３０日（G.R.No.101083）は、フィリピンにおける森林伐採の許可

に関する行政事件における子供たちの当事者適格に関して、次のように述べている。 
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「申立人である子供たちは，彼ら世代だけでなく，まだ生まれぬ将来の世代を

も代表していると主張している点である。裁判所は，彼らが，彼ら自身と彼ら

の世代に属する他の者はもとより，彼らを承継する世代のために，クラス訴訟

を提起することができると判断することに障害を見出さない。彼らが将来の世

代を代理して訴訟を提起できる適格性は，（注：憲法上の権利である）衡平で健

全なエコロジーに対する権利に関する限りにおいては，世代間責任

（intergenerational responsibility）の概念にのみ根拠を見出すことができる。以

下に敷衍するこの権利は，「自然の律動と調和」（rhythm and harmony）に配慮

する。自然とは，創造された世界の統一体である。その律動と調和には，こと

に，この国の森林，公物，国土，水，漁業資源，野生動物，海洋その他の自然

資源に関する司法的な判断，利用，管理，更新や保全について，その収奪や開

発や利用する機会が現世代だけでなく将来の世代にも公正に配分されるという

目標が不可避的に含まれるのである。言うまでもなく，すべての世代は，次の

世代に対して，衡平で健全なエコロジーを十全に享受できる自然の律動と調和

を保全する責任を負っている。やや観点を変えると，子供たちが主張する健全

な環境への権利は，同時に，次の世代のその権利を十分に保護するための義務

の履行とみることができよう。」4 

 

この判決でいう衡平で健全なエコロジーに対する権利の内容には、「自然の律動

と調和への配慮」「次世代の権利を十分に保護するための義務の履行」という責任が

含まれているのである。 

以上のとおり、命をつないでいくという人間としての本質的な営みに対する幸福

感という精神的利益が法的利益として保護されるべき根拠は、人間が本質的に有す

 
4 http://www.lawphil.net/judjuris/juri1993/jul1993/gr_101083_1993.html、翻訳は弁護士池

田直樹） 
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る、自らの幸福追求という自己利益と、自然や次世代への配慮責任という利他的な

倫理に見出すことができるのである。 

（３）法体系上の位置づけと侵害要件の明確性の確保 

命をつなぐ権利は、同じく憲法１３条に根拠を持つ生命・身体・健康に対する支

配権としての伝統的人格権から派生した、人格権の重要な内容である幸福追求に関

わる精神的利益を保護法益とする権利である。 

その点、客観的かつ不合理なリスクにさらされず平穏に生活する権利としての平

穏生活権が、伝統的人格権から派生し、不合理なリスクからの自由・精神の平穏性

という人格的精神的利益を保護法益とする点と類似する。 

しかし、平穏生活権が、自己の生命・健康の維持に向けられた
．．．．．．．．．．．．．．．．．

精神的利益を保護

法益とするのに対して、命をつなぐ権利は、自己の命を超えた生命のつながりに対
．．．．．．．．．．．．．．．．．

する
．．

精神的利益を保護法益とする点で異なる。前者が自己の生命・健康に対する客

観的リスクを侵害対象とし、それにより脅かされる精神的平穏性を保護法益とする

のに対して、後者は、自己の生命を超えた集団的な命のつながりに対する巨大で客

観的なリスクの発生原因を侵害行為とし、それにより脅かされる命の継続に対する

幸福感・責任感という主観的精神的利益を保護法益としている。 

近代までの歴史においても、自然の脅威や疫病等に起因して、一定規模の集団や

特定の文明が滅亡し、あるいはその危機にさらされることはあった。 

しかし、ここ数十年の間に、核拡散や人為的なＣＯ２等の大量排出による気候変

動の急速な悪化など、巨大テクノロジーと一体化した人間社会の既存システムの暴

走が、はるかに巨大な規模で、人間社会の持続可能性そのものを脅かす時代となっ

た。つまり人類の滅亡の可能性はもちろんのこと、特定の国や社会の窮乏や存続の

危機が人間の人為的に作り出したリスクの現実化によって大規模に引き起こされる

ことがありうる時代となったのである。 

このような社会背景の変化を前提にすると、命をつなぐ権利の侵害行為としては、

上記の意味での精神的利益が侵害されていると評価できるだけの客観的で重大な社
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会の持続可能性への脅威となる事実が存在しなければならない。つまり当該状況に

おかれた合理的な一般通常人であれば、当該事態の継続によって社会の持続可能性

が深刻な危機に陥っていくことへの精神的不安や恐怖や希望の喪失を抱くことが必

要である。人格的な精神的利益については、その性質上、各自の人格と結びついた

固有の主観性・価値判断があるから、それだけでは他人の権利を制限する根拠には

ならない。要保護性の客観化のためには、当該侵害行為は、客観的に見て当該個人

が属する社会の持続可能性に対して極めて深刻な負の影響を与えるものでなければ

ならない。 

これを本件についてみると、１で述べたとおり、核燃料サイクルは、仮に当面深

刻な事故が生じなくとも、環境的にも社会的にも経済的にも著しく持続可能性を欠

いている。その継続の影響は、さらなる核廃棄物の増大によるリスクの増大、社会

的対立（特に立地周辺）の激化と経済的な負担の著しい増大を通じて、すべての国

民の生活に極めて大きな影響を与える問題であり、合理的な一般人であれば、核燃

料サイクルそのものの賛否を差し置いたとしても、その矛盾の大きさと電力システ

ムを現に利用している利用者への影響・関係性を否定できない性質の問題である。

少なくともこの先３０年、最終処分場は完成しないから、原発の稼働により、原発

の使用済燃料ピット（プール）、敷地内の乾式保管施設、中間貯蔵施設、再処理施設

等に、使用済燃料や高レベル放射性廃棄物や低レベル放射性廃棄物等があふれるこ

とになる。それを防ぐために再処理施設が稼働しても余剰のプルトニウムを抱える

ことはできず、余剰分を廃棄処分しなければならない可能性すら十分にある。さら

にその後３０年が経過したとしても最終処分場が完成し稼働している保証は全くな

い。完成し稼働したとしても、地層処分後の１０万年にわたる安全性は最終的には

自然にゆだねることになる。こうして、制度設計者・運営者自身がそのシステムの

完成の時期や費用や安全性について合理的な制御が不能な無責任なシステムだから

こそ、社会の持続可能性に環境面、社会面、経済面から多大な影響を与え、命をつ

なぐ権利の侵害行為となりうるのである。 
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（４）権利侵害の違法性と差止の要件・効果 

権利侵害の要件に関しては、さらに受忍限度論を検討する必要がある。 

一般に、生命・身体・健康に対する人格権侵害についてはそれ自体が受忍限度を

超える違法性を有するとされるが、生命・身体・健康に直結するものの生命・身体・

健康そのものを保護法益とはしない平穏生活権により差止等が認められるためには、

受忍限度を超える強度の違法性が必要とされている。 

そこで主観的な精神的利益を要保護利益とする命をつなぐ権利にあっても、社会

の持続可能性を脅かす事態が深刻であるだけでなく、社会通念に照らしてそのよう

な事態の進行が著しく不公正・不合理であるときに、命をつなぐ権利の侵害が強度

の違法性を帯び、事業の差止等の請求が許容されると解する。すなわち、社会の持

続可能性に極めて大きな影響をもたらす行為やシステムの目的とそれへの目的適合

性、目的の実現可能性、その行為やシステムがもたらす社会的便益と負荷やリスク

の比較考量、社会的公正さ、代替策の有無などの比較考量による総合判断が必要で

ある。 

これを本件についてみると、核燃料サイクルの目的は、増殖炉断念後の現在では、

高速炉を通じた放射性廃棄物の減容や潜在的有害性の低減に目的が替わっていると

ころ、そもそも高速炉自体の開発のめどは立っていない。放射性廃棄物の減容につ

いても、再処理の工程全体を通じた場合に果たしてその総量が減少するのか疑問で

あって目的適合性に問題があるうえ、再処理のプロセスにおいては、使用済燃料中

にある放射性希ガスのクリプトン８５やヨウ素１２９やトリチウムなどを大気や海

水中に大量に放出すること、つまり拡散による一定量の減容も前提になっている。

希釈を前提にしつつ、地球という限られた空間を「放射性の廃棄物の処分場」にす

る仕組みなのである。しかも特に使用済ＭＯＸ燃料についての減容効果には疑問が

ある（甲１７５、３頁）。核燃料サイクルの目的は究極的には資源の有効利用による

発電効率の向上と安定的な電力の供給にあるが、既に述べたとおり、取り出したプ

ルトニウムを廃棄する必要すら出てくる可能性が十分にあり、効率性が高いとは言
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い難い。ペロブスカイト型太陽光パネルも商品化されつつある中、輸入や海外での

再処理等に依存せず、安全かつ安定的な電力供給に最も適合しているのは、世界的

に見ても再生可能エネルギーである。さらに、原子力発電は、事故による故郷喪失

のリスク、地域社会の分断、核廃棄物のリスクの特定地域や将来世代への押し付け

といった環境正義に反する事態をもたらすうえ、ウクライナやイランでの戦争では

核施設が攻撃の標的とされる時代に入っていることを示している。これらを総合す

ると、受忍耐限度を超える違法性が肯定されるべきである。 

最後に、差止という効果について、想定される差止には終局的差止と暫定的差止

の２種類が存在しうることについて述べる。 

まず、本件再処理工場を中核とする核燃料サイクルというシステムの性格が本質

的に命のつながりを前提とした社会の持続可能性に現実的な脅威を与える欠陥を内

包しており、命をつなぐ権利を侵害し、かつ受忍限度を著しく超えるから、終局的

差止が認められるべきである。 

とともに、核燃料サイクルというシステムが本来予定している仕組みが現実に完

成していないだけでなく、合理的期間内におけるその完成の現実的見込みが立って

いない場合には、そのシステム全体の違法性をとりあえず問わないとしても、その

システムの現実的完成と運用のめどがつくまでは、本件再処理工場を含む核燃料サ

イクル事業の中核事業の遂行を暫定的に差止めることが許されるべきである。なぜ

なら、その状態で本件再処理工場を稼働させれば、核燃料サイクルの成果物という

べきプルトニウムが生み出されるものの、プルトニウムサイクルが成立しない状況

では、余剰プルトニウムの処理がさらに著しく困難となるからである。また、稼働

によって発生する高レベル放射性廃棄物の貯蔵・処分についても行き場がなくなっ

てしまい、システム全体の機能不全と不経済性と事故のリスクがより拡大するから

である。 

トイレ無きマンションの比喩を用いれば、排せつ物の性質や量に対して、そもそ

もトイレが制度上、設計されていない場合や、設計されているもののそのトイレの



- 28 - 

 

機能が処理対象物に対して根本的に対応できない不合理な水準であれば、制度設計

自体が持続可能性を欠き、命をつなぐ権利を侵害するため、その著しい不合理性を

要件として、当該マンションの利用の終局的差止がなされるべきである。 

他方で、トイレの設計の妥当性や想定される機能性をさておいたとしても、予定

したトイレがいつまでも完成せず完成する目処もないまま、排せつ物を貯蔵し続け、

そのリスクとコストを、一部の居住者や将来の居住者に過大な負担を押し付ける状

況が続くのであれば、せめてリスクとコストをこれ以上増大させず、合理的に処理

可能な範囲内での発生量に制御するために、暫定的にマンションの居室の利用自体

を差し止めるべきである。 

同様に原発関連施設についても、使用済燃料の処理（特に使用済ＭＯＸ燃料の処

理）が合理的に行えないなど、核燃料サイクルが破綻していることを無視して本件

再処理工場が操業を開始することは差し止められるべきであり、少なくとも稼働に

応じたプルトニウムの利用の目処と最終処分場が建築される現実的な目処がない中

での本件再処理工場の操業は暫定的にせよ停止されるべきである。 

このように、命をつなぐ権利による差止は、本質的に、核燃料サイクルを前提と

する原子力発電制度そのものから生じる空間的・時間的な不公正の広範性と深刻さ

について、制度設計そのものの問題性を本質的に問うとともに、合理的時間が経過

したにもかかわらず、その制度設計に沿ったシステムの整備・重要不可欠な施設の

竣工がなされておらず、近い将来におけるシステム完結の目処も立っていないこと

の無責任さに焦点を当てているのである。 

（５）原告らの宗教的倫理感と命をつなぐ権利への思い 

 本訴訟は宗教者を原告とする点に特徴があるため、命をつなぐ権利をめぐり、原

告らからの意見を募り、あるいは原告らが宗教・宗派を超えて集まって語り合った。

その一部を紹介して命をつなぐ権利論の締めくくりとしたい。 

 原告後藤由美子（真宗大谷派）は次のように述べている。命をつなぐ営みは、親

が子を守るという原型の上に成り立つ一方、親子関係の中に潜む暴力性もまた連鎖
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しうるものであり、命をつなぐ営みに大きな損傷を与える。そして、放射線の「切

る」という性質は、細胞を形作るつながりの力を攻撃し、かけがえのない命の設計

図、遺伝子を断ち、さらには社会を分断し、個々人に心的損傷を与える点で、私た

ちの命をつなぐ力を様々な形で奪う暴力性を有している。だからこそ、命をつなぐ

権利を基礎に暴力の連鎖を断ち切って命をつなぐ社会を形作り、持続可能な循環を

顕現すること、それは原告後藤が本尊として帰依する仏のもとでの人生の実践に他

ならない、と（詳細は別途同人の準備書面３５参照）。 

 原告片岡輝美（キリスト者）は、「命を繋ぐことは人間ひとりではできません。誰

かが欠けてしまえば、その後に続くはずだった命は生かされない。私や私の愛する

者の命と健康のみが維持されればいいのではなく、原子力・核の推進論者も含めた

命が保証されていなければ、私たちは今の時代を未来に繋げることはできないので

す。旧約聖書に登場する預言者エゼキエルのように、私たち宗教者信仰者も、核の

脅威を肌で感じるこの時代において、相手がどのように頑なであっても、神の御旨、

すなわち滅びの道から命の道に立ち帰るようにと伝え続ける務めが与えられている

のだろうと思います。しかし、被害者を見捨て、原発核災害など終わったかのよう

に原子力回帰を強行する権力者に対する私の怒りは収まったことはありませんし、

収めるつもりもありません。消えそうにない怒りを抱えつつ、権力者に「神の目に

はあなたの命も尊い」と伝えることはとても苦しい。ですが、その苦しさの中にこ

そ「命をつなぐ権利」を法廷で訴える意味があると信じ、彼らの命のために祈る者

になりたいと思うのです。」と葛藤に苛まれる胸の内を語っている。 

 原告小笠原順子（教派神道・神職）は、「私自身が母となった時、身体の中で進化

の歴史が繰り返されていることに感動し、引き継がれる命の中に自分自身が永遠の

命を得たような安堵感を持ちました。それはＤＮＡに組み込まれた生命を伝えてい

く為に与えられた幸福感なのでしょう。明らかに危険な原発が稼働し放射性廃棄物

が増え続けて、子供たちの未来が守られなければ、未来へ命をつなぐ事ができなけ

れば、何の為に自分が存在しているのか分からなくなってしまいます。私たちは山・
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川・草木・動物・虫と同様に自然の一部に過ぎません。自然への畏敬の念を持って、

それぞれが均衡を保ちながら譲り合いながら命をつないできました。便利さと物の

豊かさを求めて自分たちの存在をも危ういものにしてしまう原子力政策、核廃棄物

政策に強く反対します。」と述べている。 

「命をつなぐ権利」という法的主張は、「私の幸福追求権の侵害」という１人称と

ならざるを得ないが、宗教から見た命をつながりは１人称では語れないのではない

か、という原告宗教者からの意見は本質をついたものだった。命のつながりは、命

の平等性を前提に、時間や空間を超えたあらゆる命の連鎖・広がりを指す。自分の

命は「誕生日から死亡日」までだけを意味するのではなく、そのつながりや広がり

の中に意味付けられるものであり、そのつながりを脅かすものは自分の命を脅かす

ものと感じられる。そのような視点に立てば、長い長い命の鎖の中の一瞬にすぎな

い自分たちの世代だけが自利を得て、そのつけとして１０万年にもわたる将来の世

代・地球に、隔離を要する巨大な負担を残すことは決して許されないのである。 

議論の中で、こういった個人の命を超えた世代倫理は、決して宗教者だけが持っ

ているものではないことも確認された。私たちが今、生きている命は、過去の死者

たちから連綿と受け継いできたものであり、過去の世代への哀悼と感謝のまなざし

が未来の世代への責任につながることを、私たちは繰り返し生活の中で経験し、実

感し、「先祖から受け取ったものを守り子孫に引き継ぐ」という生活実践を重ねてき

たのである。現に、多くの命が奪われ、多くの人が故郷を喪失した福島の悲しみの

上に希望を託した復興ソング「花は咲く」は「花は 花は 花は咲く いつか生ま

れる君のために 花は 花は 花は咲く 私は何を残しただろう」と歌っているの

である。 

命をつなぐ権利を通して宗教者原告らは「核燃料再処理施設で私たちはいったい

将来に何を残そうとしているのか？」を真摯に問うているのである。 

以上 


